
事業計画書
１　企業概要

（1） 設立年月日　　　　　　
（2） 資本金及び出資金　　　
（3） 業種　　　　　　　　　
（4） 主要生産品目、業務等　
（５）既設事業所等の概要　　
	名　称
	所　　在　　地
	雇用者数

（正社員数）
	生産品目、業務等
	閉鎖等予定床面積※（㎡）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　□　過去２年間、京都市内に事業所を設置していない。
　
（6） 財務状況（過去３年度）

　（単位：百万円）

	
	直近年度
（　　　年度）　
	当該前年度
（　　　年度）　　　　　
	当該前々年度

（　　　年度）
	備　　考

	売上高
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	純利益
	
	
	
	

	配当性向（％）
	
	
	
	

	自己資本
	
	
	
	

	総資本
	
	
	
	


２　補助対象オフィス等の概要

	面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡　

	形　　態
	□　購　　入　　　　□　賃　　貸

	営業開始
予定日
	　　　　　　年　　　月　　　日　

	営業期間
	　　□　無期限　　　　□　　　年　　　月　　　日まで


３　雇用計画
（単位：人）

	
	営業開始
（　年　月）
	１年後
	２年後

	企業全体の常時雇用者数
	
	
	

	対象事業等常時雇用者数
	
	
	

	
	うち市内在住者数
	
	
	


　 　　　　　　　＊雇用者：正社員（役員及びパートタイム従業員を除く）

　　　　　　　　　＊市内在住者：申請の日から遡って６箇月間以上継続して雇用され、かつ、
同期間継続して市内に居住し住民票を置く者。
なお、営業開始時点においては上記の限りではない。

４　添付書類

（1） 事業所等の位置図及び平面図
（2） その他市長が必要と認める書類
□　申請者は、要綱第７条第２項に掲げる以下の者に該当しません。
　　[image: image1.emf]（ １ ）   京 都 市暴力団排除条例第２条第４ 号に規定す る暴力団員 等 又は同 条第５号に規定す る暴力 団 密接関係者   （ ２ ）   風俗営業等の規制及び 業 務 の適 正化 等に関する 法律 （ 昭 和２ ３ 年 法律第１２２号） に規定 する性 風俗関 連特殊 営業及び それらに 類似 する 業 種を営む 者   （ ３ ）   営 業 に関 して必要な認可 等 を取得していない者   （４）   市町村税 を滞 納 し て い る 者   （ ５ ）   本市が補助金を交付するに当 たり，社会的な信頼性及び公 平性を損なうおそれがあ る者     （ ６ ）   京都市新事 業創出型 事 業施設活用推進事業補助金 の 交付 を 受 け よう と し てい る 者  


市内初進出支援制度用








